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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．平成17年６月20日付をもって１株を５株に株式分割しております。 

４．第13期中、第13期及び14期中の潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在するものの、１株

当たり中間（当期）純損失であるため記載しておりません。 

回次 第12期中 第13期中 第14期中 第12期 第13期 

会計期間 

自平成16年 
８月１日 

至平成17年 
１月31日 

自平成17年 
８月１日 

至平成18年 
１月31日 

自平成18年 
８月１日 

至平成19年 
１月31日 

自平成16年 
８月１日 

至平成17年 
７月31日 

自平成17年 
８月１日 

至平成18年 
７月31日 

売上高（千円） 3,344,337 3,470,346 1,645,518 7,090,764 5,728,315 

経常利益又は経常損失（△）

（千円） 
303,982 △226,573 △293,081 753,330 △999,213 

中間（当期）純利益又は中間

（当期）純損失（△）(千円) 
147,441 △2,633,049 △1,019,628 335,320 △4,393,196 

持分法を適用した場合の投資

損失（△）（千円） 
－ △1,108 △7,191 － △5,354 

資本金（千円） 624,875 4,625,243 4,629,502 1,624,910 4,629,502 

発行済株式総数（株） 21,094 143,121.92 143,971.92 113,440 143,971.92 

純資産額（千円） 1,881,847 7,543,455 4,652,989 4,069,983 5,694,064 

総資産額（千円） 3,998,289 12,192,428 7,473,697 6,778,842 9,456,783 

１株当たり純資産額（円） 89,212.44 52,707.58 32,319.39 35,877.85 39,550.63 

１株当たり中間（当期）純利

益又は中間（当期）純損失

（△）金額（円） 

7,132.41 △20,992.35 △7,082.28 3,209.64 △32,666.08 

潜在株式調整後１株当たり中

間（当期）純利益金額（円） 
7,001.01 － － 3,193.71 － 

１株当たり配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 47.1 61.9 62.3 60.0 60.2 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
459,173 337,940 △463,367 1,095,017 △1,302,501 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△575,048 △1,115,173 △513,443 △1,418,786 △1,958,497 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
499,157 7,903,730 △374,692 2,276,412 7,541,783 

現金及び現金同等物の中間期

末（期末）残高（千円） 
1,158,324 9,857,662 5,665,463 2,728,942 7,012,355 

従業員数 

(外、平均臨時雇用者数)(人) 

157 

(246) 

195 

(270) 

80 

(162) 

194 

(265) 

195 

(262) 



２【事業の内容】 

   当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。 

３【関係会社の状況】 

   当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

   なお、当社の関連会社である株式会社メディアンは、当中間会計期間末日後の株式の全部売却に伴い、提出日

現在では関連会社には該当しておりません。 

   また、当社は平成19年２月１日を期日として、会社分割により子会社を設立しております。詳細については、

「第５ 経理の状況 １ 中間財務諸表 (1) 中間財務諸表 注記事項（重要な後発事象）」に記載しており

ます。 

４【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、（ ）内は、外書きでアルバイト（１日８時間換算）の当中間会計期間の平均

  雇用人員を記載しております。 

    ２．従業員数が前期末に比べ、115名減少したのは、経営の合理化による希望退職者募集及び自己都合による退

  職等によるものであります。 

(2）労働組合の状況 

  労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成19年１月31日現在

従業員数（人） 80（162） 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当中間会計期間における我が国の経済は、企業業績及び雇用情勢の回復により個人所得の改善が見られました

が、依然として米国や中国の景気の先行き不透明感、原油高騰のマイナス要因及び金利上昇政策に対する不安感に

より個人消費は伸び悩み軟調に推移いたしました。 

 レジャー業界は、ボウリング・カラオケなどの個別レジャー業態が引き続き苦戦をしている状況下において、時

間制複合レジャー業界は類似業種などからの出店が続き、競争が激化しております。それに加え、景気回復の兆し

による個人消費動向にも変化が見られ、個人消費の二極化と嗜好の多様化が進み、レジャー業界において安定した

収益を持続的に確保していくためには、顧客に支持されるサービスの創造及び差別化、ならびに新規顧客の獲得と

再来店頻度の向上が必要不可欠な状況となっております。 

 当社グループでは、前期より実施しております主要事業のレジャー施設「ＪＪＣＬＵＢ１００」の不採算店舗の

撤退及び既存店の営業改善に加え、経営体質の効率化の一環として当期より本格的に経費削減施策を実施しており

ます。平成18年９月には本部への経営資源の集約を目的とした「東京支社の閉鎖」を行い、また、中国での調達に

おける品質やコスト面でのメリットを損なわずに店舗設備や什器の国内調達ルートを確保したことにより、これま

での調達の拠点であった「中国事務所の閉鎖」をいたしました。さらには、同10月に発表いたしました「希望退職

者の募集」を行い、経営体質の再構築を指向した人員の適正化と人件費の削減を実施いたしました。 

上述のとおり、不採算店舗の撤退や既存店の営業体制の見直しを含めた経営改善を行うことで、経営基盤の再構

築に取り組んでおります。このような環境の下、当中間会計期間における売上高は1,645百万円（前年同期比1,824

百万円減）、経常損失は293百万円（前年同期比66百万円増）、当中間期純損失は1,019百万円（前年同期比1,613

百万円減）と大幅な減収となりました。また、既存店舗の業績悪化に伴い、減損損失363百万円を計上しておりま

す。 

 当中間会計期間における当社の事業部門別の業績は、以下のとおりであります。 

（会員制レジャー事業） 

当中間会計期間における「ＪＪＣＬＵＢ１００」の新規出店は、直営店及びフランチャイズ店共にありません

でした。 

会員制レジャー事業の業績におきましては、ボウリング・カラオケなどの個別レジャー業種やフィットネス、

キッズ向けレジャー施設などの様々な類似業種による同一商圏内への出店が相次ぎ、競争が激化したため依然と

して厳しい状況が続きました。当中間会計期間におきましては、店舗運営力の強化のため店舗運営方法の見直し

及び業務改善、さらに経営の効率化のため一部不採算店舗の撤退及び新業態の開発等、業績の回復に向け尽力い

たしました。しかしながら、改善計画の途中段階でもあり即座の業績回復には至らず、当社「ＪＪＣＬＵＢ１０

０」直営既存店舗の当中間会計期間における総売上高は、対前年同期比90.1％と、前年を下回る結果となりまし

た。 

店舗運営力の強化につきましては、「ＪＪＣＬＵＢ１００」にご来店いただいたお客様全員にご満足いただけ

るよう、顧客の属性、行動履歴に合わせ一人一人の顧客ニーズに応じた接客ができるような店舗運営力の強化に

加え、多頻度における店舗スタッフの再教育及び体制変更により店舗運営に強い人財を店舗運営へ再配置する等

の業務改善、またこれまで培ったノウハウを活用し、運営方法の見直しによる人件費の効率化等を実施いたしま

した。さらに、店舗設備のメンテナンス体制を見直し、顧客満足度の低下を招く要因を分析し、その改善に努め

ました。同時に、新体制の導入として、新品ゲーム機導入や店舗内の有料エリアの拡充を行い、より幅広い客層

に対し訴求力を高めることに注力いたしました。 

また、販促活動強化による集客力と顧客満足度の向上のため、再来店に結びつくよう顧客直接参加型の「夏休

みキャンペーン」及び「冬休みキャンペーン」を実施いたしました。夏休みキャンペーンでは、タレントの稲川

淳二さん総監修ならびに若槻千夏主演によるオリジナルのストーリーに沿ってお客様が店内のキーワードを頼り

に謎解きをし、見事解読できたら景品がもらえる『ＪＪ真夏の怪奇伝説』（平成18年７月28日～８月31日）を実

施いたしました。その結果、多数のお客様が当キャンペーンへ参加し、店舗のアイテムの一つとして楽しんでい

ただきました。 

冬休みキャンペーンでは、『あそんで！けずって！もらっちゃお！キャンペーン』（平成18年12月20日～平成

19年１月19日）といたしまして、「ＪＪＣＬＵＢ１００」へ来店されたお客様にスクラッチカードをお渡しし、

カードを集め一定の点数を獲得することによりプレゼントをお渡しいたしました。さらに、スクラッチカードに

は抽選番号がついており、当選された方には豪華景品が当たる、一度のキャンペーンで二度楽しめる企画により

顧客を飽きさせない演出をいたしました。 

 このような施策の結果、当中間会計期間は直営店及びフランチャイズ店を合わせた店舗売上高は3,356百万円

（前年同期比61.8％）となりました。 



（直営事業） 

直営事業におきましては、前期より進めております経営の効率化のための一部不採算店舗の撤退による当中間

会計期間における閉店数は５店舗であり、結果として直営店は合計９店舗となりました。 

以上の結果、直営店につきましては、当中間会計期間の売上高は1,170百万円（前年同期比70.6％）となりま

した。 

なお、トライアル店舗として埼玉県春日部市（平成18年６月１日）にオープンいたしました「ＪＪ‐ｃａｆ

ｅ」（ジェイジェイカフェ）に次いで、当中間会計期間は、新料金体系を採用し飲食メニューも取り揃えたトラ

イアル店舗を奈良県橿原市（同年８月15日）と兵庫県姫路市（同年10月１日）に「ＪＪＣＬＵＢ１００」のリニ

ューアル店としてオープンいたしました。特に「橿原店」では、営業面積の大きさや地域特性を十分に活かし、

「ＪＪ‐ｃａｆｅ春日部店」モデルに加え、お子様連れのご家族にごゆっくり楽しんでいただける「ＪＪｋｉ

ｄ’ｓ」（ジェイジェイキッズ）を併設した店舗となっており、各種知育玩具やお子様向けのランチメニュー、

さらにはお子様とご一緒に楽しめるシアタールームなども備えております。今後におきましても、トライアル店

としての位置づけを踏襲し、よりお客様にとって魅力のあるサービスを提供できるよう柔軟に営業形態等を変更

しながらトライアル及び検証を進めてまいります。 

このように、トライアルとして地域特性を考慮しながら新たなサービスの展開を検討しており、また成果のあ

るものについては新サービスとしてその他の店舗にも導入し業績の回復に努めてまいります。 

（フランチャイズ事業） 

フランチャイズ事業におきましては、当中間会計期間の閉店数は７店舗であり、結果としてフランチャイズ店

は合計27店舗となりました。 

既存のフランチャイズ店舗につきましては、さらなる運営ノウハウの蓄積やスーパーバイザーの再配置及びス

ーパーバイジングレベルの向上などにより店舗運営力強化に取り組みました。また、直営店舗にて進めておりま

す店舗運営力の強化や業務の改善と運営方法の抜本的見直しなどの結果、効果が見込めるものについては随時フ

ランチャイズ店舗への導入を行いました。 

この結果、フランチャイズ事業の売上高は435百万円（前年同期比25.1％）となりました。 

（その他の事業） 

当社グループでは、会員向けサービスならびに事業強化のため、会員データベースを活用した事業を推進する

一環として、ｅコマース事業、デジタルコンテンツ配信事業及びＷｅｂ広告事業ならびにＳＮＳなどのＷｅｂコ

ミュニティ事業に取り組んでおります。引き続き、「ＪＪＣＬＵＢ１００」会員様には、店舗のみならず店舗以

外での魅力的なサービスやコンテンツを提供し、よりお客様に支持されるよう努め顧客のロイヤルユーザー化を

推進してまいります。 

この結果、Ｗｅｂ広告事業の減収による影響などもあり、当中間会計期間における売上高は39百万円（前年同

期比51.6％）となりました。 

(2）キャッシュ・フローの状況 

 当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前期末に比べ1,346百万円減少

（19.2％減）し、5,665百万円となりました。 

 また、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とその要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は463百万円（前年同期は337百万円の獲得）でした。これは主に、非資金項目で

ある減価償却費195百万円及び減損損失363百万円があったものの、税引前中間純損失1,002百万円等減少要因によ

るものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動に使用した資金は513百万円（54.0%減）となりました。これは、有形固定資産の取得による支出328百

万円及び無形固定資産の取得による支出306百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動に使用した資金は374百万円（前年同期は7,903百万円の獲得）となりました。これは、長期借入金の

返済による支出346百万円等によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

（1）生産実績 

  該当事項はありません。   

（2）受注実績 

 該当事項はありません。 

（3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．直営事業とは、当社直営店舗における店舗運営売上であります。 

３．フランチャイズ事業とは、フランチャイズ加盟店より加盟契約時に受け取る加盟金及びロイヤルティ（フラ

ンチャイズ店舗の売上高の６％）、店舗開業時の設備販売、ゲーム機のレンタル収入等であります。 

４．その他の事業は、Ｗｅｂ広告区事業及び店舗設備・不動産賃貸収入等であります。 

事業部門別 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

販売高（千円） 前年同期比（％） 

会員制レジャー事業（千円） 1,605,556 47.3 

直営事業（千円） 1,170,340 70.6 

フランチャイズ事業（千円） 435,215 25.1 

その他の事業（千円） 39,961 51.6 

合計（千円） 1,645,518 47.4 



(4）直営店及びフランチャイズ加盟店の店舗数 

 会員制レジャー事業における直営店、フランチャイズ加盟店の店舗数は以下のとおりであります。 

 （注）店舗数は開店営業中のもののみを表示しております。 

(5）店舗坪数及び来店客数 

 会員制レジャー事業における直営店及びフランチャイズ加盟店の店舗坪数及び来店客数は以下のとおりでありま

す。 

(6）店舗売上高 

 会員制レジャー事業における直営店及びフランチャイズ加盟店の売上高は以下のとおりであります。 

 （注） 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

地区名 

当中間会計期間 
（平成19年１月31日現在） 

直営店舗 前期比較 
フランチャイズ
店舗 

前期比較 計 前期比較 

北海道地区（店） ― △1  ５ △1 ５ △２ 

東北地区（店） ― △1  １ ―  １ △１ 

関東地区（店） １ △1 12 △1 13 △２ 

中部地区（店） １ △1  ２ ―  ３ △１ 

近畿地区（店） ４ △1  ５ △1 ９ △２ 

中国地区（店） ― ―  ２ △1 ２ △１ 

九州地区（店） ３ ―   ― △3 ３ △３ 

合計（店） ９ △5 27 △7 36 △12 

店舗区分 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

店舗坪数（坪） 前年同期比(％) 来店客数（人） 前年同期比(％) 

直営店舗 9,629 63.4 824,065 62.2 

フランチャイズ店舗 23,116 65.9 1,400,638 44.0 

合計 32,745 65.1 2,224,703 49.4 

店舗区分 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

売上高（千円） 前年同期比（％） 構成比（％） 

直営店舗 1,170,340 70.6 34.9 

フランチャイズ店舗 2,186,608 57.9 65.1 

合計 3,356,948 61.8 100.0 



３【対処すべき課題】 

  当中間会計期間において、新たに発生した対処すべき課題は以下のとおりであります。 

（1）経費の削減について 

   経費の削減につきましては、東京支社の閉鎖及び中国事務所の閉鎖、また希望退職者制度の実施と本社の移転

  により経営の効率化を進めております。 

（2）収益性の改善について 

   本格フードメニューの取り揃え及び利用料金プランの変更、新たなターゲットに合わせた店舗づくり等様々な

  トライアルを実施・検証を行い、その結果として、既存事業に加え新たな収益源とするため、新ブランド店舗 

  「ＪＪ遊′ｓ」の出店を進め、収益性の改善に努めております。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動として前期より進めております経営の効率化のため行った不採

算店舗の撤退等にかかる「札幌美しが丘店」「太田店」「郡山店」「長居店」及び施設老朽化による閉鎖にかかる

「堺石津店」等の設備の除却を実施いたしました。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（2）【新株予約権等の状況】 

 商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

①平成15年７月15日臨時株主総会決議 

 （注）１．新株予約権の行使により、新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数が減少しております。 

２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

３．行使時に１株につき払込をすべき金額（以下、「払込価額」という）は、権利付与日以降に当社が払込価額

を調整し、調整により生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

（当社普通株式の分割または併合が行われる場合） 

（払込価額を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合） 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 453,760 

計 453,760 

種類 
中間会計期間末現在発行数 
（株）（平成19年１月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成19年４月27日） 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 143,971.92  同左 
東京証券取引所 

（マザーズ） 
－ 

計 143,971.92  同左 － － 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（注１）（個） 240 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注１,２,５)（株） 1,200 同左 

新株予約権の行使時の払込金額（注３，５）（円） 10,000 同左 

新株予約権の行使期間 
平成17年８月１日から 

平成25年７月14日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注５）（円） 

発行価格   10,000 

資本組入額   5,000 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
１ 

分割・併合の比率 

       
既発行株式数 ＋ 

新規発行株式数 × １株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数 



４．当該ストックオプションに係る行使の条件、譲渡に関する事項は次のとおりであります。 

① 新株予約権の割当を受けた当社の取締役、監査役及び従業員は、権利行使時において当社の取締役、監査

役、従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、会社都合による退職、その他当

社取締役会が認める正当な事由のある場合はこの限りではありません。 

② 新株予約権の割当を受けた当社外部の事業協力者は、権利行使時においても同等の地位にあること、また

は当社の取締役、監査役、従業員の地位にあることを要します。ただし、上記のいずれでもない場合であ

っても、新株予約権の行使に先立ち、当該行使に係る新株予約権の数及び行使の時期につき当社取締役会

の承認を得た場合にはこの限りではありません。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分をすることはできません。 

④ その他の行使の条件は、当社と新株予約権者で締結した新株予約権割当契約によるものとします。 

５．平成17年６月20日付の１株につき５株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新

株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入

額を調整しております。 

②平成16年10月27日定時株主総会決議 

 平成16年10月27日開催の定時株主総会で600個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成16年11月30

日、平成17年2月22日及び平成17年10月21日開催の取締役会で決議した結果、それぞれ540個、10個及び50個の新株

予約権を発行しています。 

（平成16年11月30日の取締役会決議） 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（注１）（個） 507 506 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注１,２,５)（株） 2,535 2,530 

新株予約権の行使時の払込金額(注３，５)（円） 137,319 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月27日から 

平成26年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注５）（円） 

発行価格   137,319 

資本組入額   68,660 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 



（平成17年2月22日の取締役会決議） 

（平成17年10月21日の取締役会決議） 

 （注）１．付与対象者の退職等に伴い、新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数が減少しております。 

    ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてのみ行われるものとし、調整の結果生じる１株未満の

株式は、これを切り捨てます。 

また、当社が他社と吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その他調整の必要を生じた場合には、当社は、

合理的な範囲内で、新株予約権の目的たる株式について、必要と認める調整を行うことができます。 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（注１）（個） 8 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注１,２,５)（株） 40 同左 

新株予約権の行使時の払込金額 (注３，５)（円） 158,340 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月27日から 

平成26年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（注５）（円） 

発行価格  158,340 

資本組入額 79,170 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ―  ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  ― 

区分 
中間会計期間末現在 
（平成19年１月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（個） 47 同左 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―  ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（注２）（株） 235 同左 

新株予約権の行使時の払込金額(注３)（円） 243,233 同左 

新株予約権の行使期間 
平成18年10月27日から 

平成26年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   243,233 

資本組入額  121,617 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 



３．払込価額は、下記①から④に定めるところにより調整されるものとします。 

① 当社が株式分割（配当可能利益または、準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様と

する。）または、株式併合を行う場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を調整し、調整

の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

② 当社が、時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合には、次の算式により、１株当たりの払

込金額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。なお、下記算式における

「既発行普通株式数」には、当社が自己株式として保有する普通株式の数は含まれないものとしま

す。 

③ 当社が、時価を下回る価額をもって当社の普通株式を取得しうる新株予約権もしくはかかる新株予約

権を付与された証券を発行する場合、またはこれらに類する証券等を発行する場合、または時価を下

回る処分価額をもって商法第211条に従って、当社が自己株式として保有する普通株式を処分する場合

には、上記②に準じて、払込価額を調整します。なお、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株

式の数」に、「１株当たり払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、「新規発行前の普通株式の時

価」を「処分前の普通株式の時価」に、それぞれ読み替えて適用します。 

④ 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換または株式移転を行う場合、また

は、会社分割を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、払込価額に

ついて、必要と認める調整を行うことができます。 

４．新株予約権の行使条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権利行使時において、当社ならびに当社の子会社の取

締役、監査役および従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職そ

の他正当な理由のある場合はこの限りではありません。 

② 新株予約権の相続は認めません。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。 

④ 新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限り、

これを行うことができます。 

⑤ その他の新株予約権の行使条件は、本総会決議に基づく新株予約権の発行決議および当社と新株予約

権者との間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」という。）に定めるところ

によります。 

⑥ 下記のいずれかに該当する場合には、取締役会決議をもって、新株予約権の全部を無償で消却するこ

とができます。 

(ⅰ)当社を消滅会社とする合併が行われる場合 

(ⅱ)当社を完全子会社とする株式交換または株式移転が行われる場合 

⑦ 新株予約権者につき、新株予約権割当契約に定める新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締

役会決議をもって、当該新株予約権者の有する未行使の新株予約権の全部を無償で消却することがで

きます。 

⑧ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要します。 

５．平成17年６月20日付の１株につき５株の割合による株式分割に伴い、新株予約権の目的となる株式の数、新

株予約権の行使時の払込金額、新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入

額を調整しております。 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
1 

分割・併合の比率 

    既 発 行

普通株式数
＋

新規発行普通株式数×1株当たり払込金額

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
新規発行前の普通株式の時価 

既発行普通株式数＋新規発行普通株式数 



③平成17年10月27日定時株主総会決議  

 平成17年10月27日開催の定時株主総会で3,000個を上限とした新株予約権を発行する旨を決議し、平成18年４月

20日開催の取締役会で決議した結果、3,000個の新株予約権を発行しています。 

 （注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、付与対象者の退職等により付与対象でなくなった

新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数をそれぞれ控除した残数を記載しております。 

    ２．当社が株式分割または株式併合を行う場合には、新株予約権の目的となる株式の数は、次の算式により調整

し、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てます。 

      調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

      ただし、かかる調整は、未行使の新株予約権についてのみ行われるものとし、調整の結果生じる１株未満の

株式は、これを切り捨てます。 

      また、当社が他社と吸収分割もしくは新設分割を行う場合、その他調整の必要を生じた場合には、当社は、

合理的な範囲内で、新株予約権の目的たる株式数について、必要と認める調整を行うことができます。 

    ３．払込価額は、下記①から④に定めるところにより調整されるものとします。 

① 当社が株式分割（配当可能利益または、準備金の資本組入れによる場合も含むものとし、以下同様とす

る。）または、株式併合を行う場合には、次の算式により、１株当たりの払込金額を調整し、調整の結果

生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。 

② 当社が、時価を下回る価額をもって普通株式を発行する場合には、次の算式により、１株当たりの払込金

額を調整し、調整の結果生じる１円未満の端数はこれを切り上げます。なお、下記算式における「既発行

普通株式数」には、当社が自己株式として保有する普通株式の数は含まれないものとします。 

③ 当社が、時価を下回る価額をもって当社の普通株式を取得しうる新株予約権もしくはかかる新株予約権を

付与された証券を発行する場合、またはこれらに類する証券等を発行する場合、または時価を下回る処分

価額をもって商法第211条に従って、当社が自己株式として保有する普通株式を処分する場合には、上記

②に準じて、払込価額を調整します。なお、「新規発行普通株式数」を「処分する自己株式の数」に、

「１株当たり払込金額」を「１株当たりの処分価額」に、「新規発行前の普通株式の時価」を「処分前の

普通株式の時価」に、それぞれ読み替えて適用します。 

④ 当社が、他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、株式交換または株式移転を行う場合、または、会

社分割を行う場合、その他調整の必要が生じた場合には、当社は合理的な範囲で、払込価額について、必

要と認める調整を行うことができます。 

区分 
事業年度末現在 

（平成19年１月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成19年３月31日） 

新株予約権の数（注１）（個） 2,239 2,199 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ― ― 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(注１,２)（株） 2,239 2,199 

新株予約権の行使時の払込金額(注３)（円） 104,925 同左 

新株予約権の行使期間 
平成19年11月１日から 

平成27年10月26日まで 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   104,925 

資本組入額   52,463 
同左 

新株予約権の行使の条件 （注４） 同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 （注４） 同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― ― 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
1 

分割・併合の比率 

   
既発行株式数 ＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 × 
新規発行前の普通株式の時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



    ４．新株予約権の行使条件  

① 新株予約権の割当を受けた者は、新株予約権の権利行使時において、当社ならびに当社の子会社の取締

役、監査役および従業員の地位にあることを要します。ただし、任期満了による退任、定年退職その他正

当な理由のある場合はこの限りではありません。 

② 新株予約権の相続は認めません。 

③ 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めません。 

④ 新株予約権の一部行使は、その目的たる株式の数が当社の１株の株式数の整数倍となる場合に限り、これ

を行うことができます。 

⑤ その他の新株予約権の行使条件は、本総会決議に基づく新株予約権の発行決議および当社と新株予約権者

との間で締結する新株予約権割当契約（以下「新株予約権割当契約」という。）に定めるところによりま

す。 

⑥ 下記のいずれかに該当する場合には、取締役会決議をもって、新株予約権の全部を無償で消却することが

できます。 

(ⅰ)当社を消滅会社とする合併が行われる場合 

(ⅱ)当社を完全子会社とする株式交換または株式移転が行われる場合 

⑦ 新株予約権者につき、新株予約権割当契約に定める新株予約権の喪失事由が発生した場合には、取締役会

決議をもって、当該新株予約権者の有する未行使の新株予約権の全部を無償で消却することができます。

⑧ 新株予約権の譲渡については、取締役会の承認を要します。 

  



（3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

（4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（5）【大株主の状況】 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減
額（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

 平成18年８月１日～ 

 平成19年１月31日 
― 143,971.92 ― 4,629,502 ― 4,725,534 

  平成19年１月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

長江 芳実 大阪府箕面市 46,207 32.09 

有限会社エムエムエム 大阪府箕面市箕面８－１４－４０ 8,000 5.56 

株式会社インデックス・ 

ホールディングス 

東京都世田谷区太子道４－１－１ 

キャロットタワー１３階 
7,970 5.54 

セガサミーホールディングス

株式会社 

東京都港区東新橋１－９－２ 

汐留住友ビル 
4,100 2.85 

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１－１－２ 2,000 1.39 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－１０ 1,848 1.28 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人 株式会社三菱

東京ＵＦＪ銀行） 

東京都千代田区丸の内２－７－１ 1,748 1.21 

渡邊 一正 大阪府豊中市 1,200 0.83 

田中 正 大阪市平野区 950 0.66 

谷間 真 大阪市淀川区 885 0.61 

計 － 75,768 52.63 



（6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

 （注）１．上記のほか、当社保有の自己株式（端株）0.92株があります。 

    ２．当社が所有する自己株式は平成17年11月7日に発行した第１回無担保転換社債型新株予約権付社債の転換の 

      際に生じた端株を当社が買い取ったものです。 

    ３．平成19年２月１日より会社名を株式会社ネクストジャパンホールディングスに変更しております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズにおけるものであります。 

  平成19年１月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 143,969 143,969 － 

端株 普通株式 0.92 － － 

発行済株式総数 143,971.92 － － 

総株主の議決権 － 143,969 － 

  平成19年１月31日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

株式会社ネクスト

ジャパン（注３） 

大阪府吹田市豊津

町８番７号 
２ ―  ２ 0.00 

計 ― ２ ―  ２ 0.00 

月別 平成18年８月 ９月 10月 11月 12月 平成19年１月 

最高（円） 49,500 46,000 33,800 32,600 28,100 22,700 

最低（円） 29,400 29,500 23,010 23,110 19,900 15,900 



３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動は次のとおりであります。 

（１）新任役員 

該当事項はありません。 

（２）退任役員 

該当事項はありません。 

  

（３）役職の異動 

新職名 旧職名 氏名 異動年月日 

― 直営事業及び企画開発担当  野稲 秀紀 平成19年２月16日 

― 経営支援本部長  藤原 治  平成19年２月16日 

― 
 フランチャイズ事業及び 

ＷＥＢ事業担当 
炭本 健  平成19年２月16日 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成17年８月１日から平成18年１月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間（平成18年８月１日から平成19年１月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成17年８月１日から平成18年１月31日ま

で）及び当中間会計期間（平成18年８月１日から平成19年１月31日まで）の中間財務諸表について、監査法人トー

マツにより中間監査を受けております。 

３．中間連結財務諸表について 

 平成19年１月31日現在、当社は子会社がありませんので中間連結財務諸表を作成しておりません。 



【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

 ①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

（平成18年１月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年１月31日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年７月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）                    

Ⅰ 流動資産                    

１．現金及び預金 ※２ 9,900,804     5,708,616     7,055,503    

２．売掛金   263,855     36,192     73,215    

３．商品   121,851     40,962     78,126    

４．その他 ※３ 234,950     142,939     436,591    

貸倒引当金   △11,539     △527     △1,946    

流動資産合計     10,509,922 86.2   5,928,183 79.3   7,641,490 80.8 

Ⅱ 固定資産                    

１．有形固定資産 ※１                  

（１）建物   384,274     301,983     420,579    

（２）器具備品   58,203     225,076     252,295    

（３）その他   273,828     44,351     207,241    

有形固定資産合
計   716,306     571,410     880,116    

２．無形固定資産   62,640     377,133     112,912    

３．投資その他の資
産                    

（１）差入保証金   362,851     239,108     366,187    

（２）その他   638,922     515,421     583,830    

貸倒引当金   △98,214     △157,560     △127,754    

投資その他の資
産合計   903,559     596,969     822,264    

固定資産合計     1,682,506 13.8   1,545,514 20.7   1,815,292 19.2 

資産合計     12,192,428 100.0   7,473,697 100.0   9,456,783 100.0 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年１月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年１月31日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年７月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）                    

Ⅰ 流動負債                    

１．買掛金   163,742     30,054     63,562    

２．１年以内返済予
定の長期借入金 

  693,480     659,880     676,880    

３．未払金   542,160     197,319     458,384    

４．１年以内支払予
定の長期未払金   30,511     －     26,246    

５．未払法人税等   23,577     18,848     －    

６．賞与引当金   29,913     21,561     35,472    

７．その他   283,587     94,890     216,504    

流動負債合計     1,766,973 14.5   1,022,553 13.7   1,477,050 15.6 

Ⅱ 固定負債                    

１．長期借入金   2,258,556     1,598,676     1,928,616    

２．長期未払金   17,084     －     1,505    

３．繰延税金負債   71,316     －     6,153    

４．長期預り保証金   323,160     133,199     275,160    

  ５．その他   211,882     66,279     74,233    

固定負債合計     2,881,999 23.6   1,798,154 24.0   2,285,668 24.2 

負債合計     4,648,972 38.1   2,820,707 37.7   3,762,718 39.8 

                     

（資本の部）                    

Ⅰ 資本金     4,625,243 37.9   － －   － － 

Ⅱ 資本剰余金                    

１．資本準備金   4,721,293     －          

資本剰余金合計     4,721,293 38.7   － －   － － 

Ⅲ 利益剰余金                    

１．利益準備金   2,553     －          

２．中間未処理損失   1,911,907     －          

利益剰余金合計     △1,909,354 △15.7   － －   － － 

Ⅳ その他有価証券評
価差額金     106,974 1.0   － －   － － 

Ⅴ 自己株式     △702 △0.0   － －   － － 

資本合計     7,543,455 61.9   － －   － － 

負債・資本合計     12,192,428 100.0   － －   － － 

                     
 



   
前中間会計期間末 

（平成18年１月31日現在） 
当中間会計期間末 

（平成19年１月31日現在） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成18年７月31日現在） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（純資産の部）           

Ⅰ 株主資本           

１．資本金     － － 4,629,502 61.9   4,629,502 48.9

２．資本剰余金           

 資本準備金   －   4,725,534 4,725,534   

資本剰余金合計     － － 4,725,534 63.2   4,725,534 50.0

３．利益剰余金           

(1）利益準備金   －   2,553 2,553   

(2）その他利益剰余
金 

          

繰越利益剰余金   －   △4,691,682 △3,672,054   

利益剰余金合計     － － △4,689,129 △62.7   △3,669,500 △38.8

４．自己株式     － － △702 △0.0   △702 △0.0

株主資本合計     － － 4,665,205 62.4   5,684,834 60.1 

Ⅱ 評価・換算差額等           

その他有価証券 
評価差額金 

    － － △12,216 △0.1   9,230 0.1

評価・換算差額等 
合計 

    － － △12,216 △0.1   9,230 0.1

純資産合計     － － 4,652,989 62.3   5,694,064 60.2 

負債純資産合計     － － 7,473,697 100.0   9,456,783 100.0 

                     



 ②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     3,470,346 100.0   1,645,518 100.0   5,728,315 100.0 

Ⅱ 売上原価     2,847,542 82.1   1,485,631 90.3   4,997,087 87.2 

売上総利益     622,804 17.9   159,887 9.7   731,227 12.8 

Ⅲ 販売費及び一般管
理費     806,131 23.2   482,603 29.3   1,637,741 28.6 

営業損失     183,327 △5.3   322,716 △19.6   906,514 △15.8 

Ⅳ 営業外収益 ※１   9,039 0.3   55,817 3.4   19,860 0.4 

Ⅴ 営業外費用 ※２   52,285 1.5   26,182 1.6   112,559 2.0 

経常損失     226,573 △6.5   293,081 △17.8   999,213 △17.4 

Ⅵ 特別利益 ※３   110 0.0   － －   110 0.0 

Ⅶ 特別損失 ※４   2,294,155 66.1   709,293 43.1   3,275,165 57.2 

税引前中間（当
期）純損失     2,520,618 △72.6   1,002,375 △60.9   4,274,267 △74.6 

法人税、住民税及
び事業税   3,506     17,253     10,003    

法人税等調整額   108,924 112,431 3.3 － 17,253 1.1 108,924 118,928 2.1 

中間（当期）純損
失     2,633,049 △75.9   1,019,628 △62.0   4,393,196 △76.7 

前期繰越利益     721,141              

中間未処理損失     1,911,907              

                     



 ③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

資本剰余
金合計 

利益準備金 

その他利益剰余
金 利益剰余金 

合計 
繰越利益剰余金

平成18年７月31日 残高 
（千円） 

4,629,502 4,725,534 4,725,534 2,553 △3,672,054 △3,669,500 △702 5,684,834 

中間会計期間中の変動額                 

中間純損失         △1,019,628 △1,019,628   △1,019,628 

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額 
（純額） 

                

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

－ － － － △1,019,628 △1,019,628 － △1,019,628 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

4,629,502 4,725,534 4,725,534 2,553 △4,691,682 △4,689,129 △702 4,665,205 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券

評価差額金 
評価・換算差額

等合計 

平成18年７月31日 残高 
（千円） 

9,230 9,230 5,694,064 

中間会計期間中の変動額      

中間純損失     △1,019,628 

株主資本以外の項目の中間会
計期間中の変動額（純額） 

△21,446 △21,446 △21,446 

中間会計期間中の変動額合計 
（千円） 

△21,446 △21,446 △1,041,074 

平成19年１月31日 残高 
（千円） 

△12,216 △12,216 4,652,989 



前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 株主資本合計
資本 
準備金 

資本剰余
金合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余
金 利益剰余金 

合計 
繰越利益剰余金

平成17年７月31日 残高 
（千円） 

1,624,910 1,720,960 1,720,960 2,553 721,141 723,695 － 4,069,566 

事業年度中の変動額                

新株の発行 3,004,592 3,004,574 3,004,574 － － － － 6,009,166 

当期純利益（△当期純損失） － － － － △4,393,196 △4,393,196   △4,393,196 

自己株式の取得 － － － － － － △702 △702 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

－ － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

3,004,592 3,004,574 3,004,574 － △4,393,196 △4,393,196 △702 1,615,267 

平成18年７月31日 残高 
（千円） 

4,629,502 4,725,534 4,725,534 2,553 △3,672,054 △3,669,500 △702 5,684,834 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算差額
等合計 

平成17年７月31日 残高 
（千円） 

416 416 4,069,983 

事業年度中の変動額      

新株の発行 － － 6,009,166 

当期純利益（△当期純損
失） 

－ － △4,393,196 

自己株式の取得 － － △702 

株主資本以外の項目の事業年
度中の変動額（純額） 

8,813 8,813 8,813 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

8,813 8,813 1,624,081 

平成18年７月31日 残高 
（千円） 

9,230 9,230 5,694,064 



 ④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度のキャッ 
シュ・フロー計算書 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー        

税引前中間（当期）純利
益（損失：△）   △2,520,618 △1,002,375 △4,274,267 

減価償却費   314,217 195,130 441,261 

減損損失   2,203,994 363,355 2,675,342 

事業整理損    － 83,356 119,327 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△）   11,651 28,386 34,311 

賞与引当金の増減額 
（減少：△）   △26,286 △13,911 △20,727 

受取利息及び受取配当金   △81 △814 △234 

支払利息   14,197 13,017 29,415 

為替差損（差益：△）   △2,222 △4,610 △2,629 

デリバティブ評価損益 
（評価益：△）   △1,079 △859 △2,332 

固定資産売却益   △110 － △110 

固定資産売却損   － 60 － 

固定資産除却損   22,042 8,776 107,485 

新株発行費   7,587 － 11,650 

社債発行費   28,465 － 28,465 

売上債権の増減額 
（増加：△）   103,302 27,922 277,255 

たな卸資産の増減額 
（増加：△）   388,749 18,924 432,474 

未収入金の増減額 
（増加：△）   509 △592 5,743 

前払費用の増減額 
（増加：△）   △21,236 38,555 17,544 

その他資産の増減額 
（増加：△）   16,992 109,492 △57,161 

長期前払費用の増減額 
（増加：△）   4,421 4,283 31,655 

仕入債務の増額 
（減少：△）   8,068 △33,507 △92,111 

未払金の増減額 
（減少：△）   41,325 △189,827 △321,771 

その他負債の増減額 
（減少：△）   △4,976 △121,486 △213,609 

長期預り保証金の入金に
よる収入   39,000 39 39,000 

長期預り保証金の返金に
よる支出   △9,000 △130,000 △57,000 

小計   618,912 △606,685 △791,023 

利息及び配当金の受取額   46 781 223 

利息の支払額   △16,063 △12,609 △31,194 

法人税等の支払額   △264,954 △16,374 △480,505 

法人税等還付金の受取額   － 171,520 － 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー   337,940 △463,367 △1,302,501 

 



   
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度のキャッ 
シュ・フロー計算書 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー        

投資有価証券の取得によ
る支出   △95,000 △15,000 △170,141 

関係会社株式の取得によ
る支出   － △15,000 △45,000 

有形固定資産の取得によ
る支出   △980,951 △328,487 △1,525,652 

有形固定資産の売却によ
る収入   1,457 515 1,457 

無形固定資産の取得によ
る支出   △37,196 △306,050 △122,256 

差入保証金の払込みによ
る支出   △20,082 △8,672 △108,963 

差入保証金の返還による
収入   30,638 46,105 42,038 

その他   △14,039 113,147 △29,978 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー   △1,115,173 △513,443 △1,958,497 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー        

長期借入れによる収入   2,250,000 － 2,250,000 

長期借入金の返済による
支出   △282,376 △346,940 △628,916 

長期未払金の返済による
支出   △27,804 △27,752 △47,648 

自己株式取得による支出   △702 － △702 

転換社債型新株予約権付
社債の発行による収入   4,971,534 － 4,971,534 

株式の発行による収入   993,078 － 997,515 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー   7,903,730 △374,692 7,541,783 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る
換算差額   2,222 4,610 2,629 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減
額（減少：△）   7,128,719 △1,346,892 4,283,413 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首
残高   2,728,942 7,012,355 2,728,942 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間
期末（期末）残高   9,857,662 5,665,463 7,012,355 



継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

― 当社グループ（※）は、時間制複合レジャ

ー業界を取り巻く競合環境の変化などにより

大幅な減収となり、前事業年度は906,514千

円、当中間会計期間は322,716千円の営業損

失となり、また、営業キャッシュ・フローも

前事業年度は、1,302,501千円、当中間会計

期間は463,367千円のマイナスとなっており

ます。当該状況により、継続企業の前提に関

する重要な疑義が存在しております。 

 

 当社グループは、当該状況を解消すべく以

下の施策を実施しております。 

１．経費の削減 

 当社グループは、不採算店舗の閉鎖及び

運営店舗の経営体制の見直しによる経費削

減を行っているほか、経営効率化の一環と

して東京支社及び中国事務所の閉鎖、本社

の移転により経営資源の集約をし、さらに

は人員の適正化のための希望退職者の募集

による人件費の削減の実施により、赤字体

質の改善に努めております。 

２．収益性の改善 

 経費削減の実施と同時に、当社グループ

では新たな収益構造を創出することによる

収益性の改善に取り組んでおります。 

 具体的には、飲食メニューを取り揃えた

小規模店舗用モデルの「ＪＪ-ｃａｆ

ｅ」、「ＪＪ-ｃａｆｅ」とご家族のため

のセットメニュー及び各種知育玩具等を充

実させたＪＪｋｉｄ’ｓコーナーを併設し

た大規模店舗用モデル、また「ＪＪＣＬＵ

Ｂ１００」既存店舗に飲食メニューを導入

した中規模店舗用モデル、さらには「ＪＪ

ＣＬＵＢ１００」既存店舗に風営対象機種

を導入したモデルなど、地域特性も考慮し

ながらお客様にとってより魅力のあるサー

ビス提供を模索しながらトライアル店舗を

出店し、検証を行っております。 

 このような様々なトライアルの結果、多

数の風営対象機種とご利用アイテム毎に課

金する都度課金制を導入した新業態店舗を

確立し、新ブランド「ＪＪ遊’ｓ」として

既に平成19年４月７日関西地区に１店舗目

をオープンいたしました。この新業態「Ｊ

Ｊ遊’ｓ」と現在の既存業態「ＪＪＣＬＵ

Ｂ１００」を事業の核とし、一層の収益性

の改善に努めております。 

  

また、当社グループは現在、資金面におい

て業績改善に必要な設備投資及び新事業創出

のための必要経費等充当するための十分な資

金を保有しており、当中間会計期間以降にお

いても金融機関からの融資が継続されている

ということもあり、当面資金繰りに支障はな

いものと考えております。  

  

 従いまして、中間財務諸表は継続企業を前

提として作成されており、このような重要な

疑義の状況を中間財務諸表には反映しており

ません。 

  

（※）当社は平成19年２月１日を期日とし 

    て会社分割により分社し、持株会社 

    へ移行しているため、当該注記は当 

    社グループとして記載しておりま 

        す。   

― 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．資産の評価基準及び評価

方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部資

本直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）を

採用しております。 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

  移動平均法による原価法 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定）

を採用しております。 

(1）有価証券 

①子会社株式及び関連会社株式 

 同左 

②その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

を採用しております。 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左      

    

なお、投資事業組合への出資（証

券取引法第２条第２項により有価

証券とみなされるもの）について

は、組合規約に規定される決算報

告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純

額で取り込む方法によっておりま

す。 

  

   

  (2)デリバティブ 

時価法を採用しております。 

  

(2)デリバティブ 

同左 

(2)デリバティブ 

同左 

  (3)たな卸資産 

総平均法による原価法を採用して

おります。 

(3)たな卸資産 

同左 

(3)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については３年均等償却、器具

備品のうち賃貸用資産（ゲーム

機）及び自社店舗営業用備品の

一部（ゲーム機等）については

２年均等償却によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については３年均等償却してお

ります。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 10年～18年 

器具備品 ２年～８年 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４

月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法）を採用しております。 

 また、取得価額が10万円以上

20万円未満の少額減価償却資産

については３年均等償却、器具

備品のうち賃貸用資産（ゲーム

機）及び自社店舗営業用備品の

一部（ゲーム機等）については

２年均等償却によっておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

  建物 10年～18年 

器具備品 ２年～８年 

      

    

  (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法を

採用しております。 

(2）無形固定資産 

同左 

(2）無形固定資産 

同左 

       
 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

  (3）長期前払費用 

 均等償却を採用しておりま

す。 

(3）長期前払費用 

同左 

(3)長期前払費用 

同左 

３．繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理

しております。 

― (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

  (2)社債発行費 

支出時に全額費用として処理

しております。 

― (2)社債発行費 

 支出時に全額費用として処理し

ております。 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

(1)貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備える

ため、支給見込額に基づき計上

しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

(2)賞与引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 同左 

６．中間キャッシュ・フロー

計算書（キャッシュ・フ

ロー計算書）における資

金の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３か

月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 同左 

７．その他中間財務諸表（財

務諸表）作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計

処理は税抜方式によっておりま

す。 

消費税等の会計処理 

同左 

消費税等の会計処理 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

追加情報 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

（固定資産の減損に係る会計処理） 

 当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基

準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 

平成14年８月９日））及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用

しております。これにより税引前中間純損失

は2,203,994千円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後

の中間財務諸表等規則に基づき各資産の金額

から直接控除しております。 

  

 ― 

  

１．固定資産の減損に係る会計基準 

 当期より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会 平成14年

８月９日））及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第６号平成15年10月31日））を適用しており

ます。これにより営業損失及び経常損失は、

307,423千円減少し、税引前当期純損失は、

2,675,342千円増加しております。 

  

  

２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等 

 当期より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）及び「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準等の適用指

針」（企業会計基準適用指針第８号 平成17

年12月９日）を適用しております。従来の資

本の部の合計に相当する金額は5,694,064千

円であります。 

  

３．ストックオプション等に関する会計基準 

 当期より、「ストックオプション等に関す

る会計基準」（企業会計基準第８号 平成17

年12月27日）及び「ストックオプション等に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第11号 平成17年12月27日）を適用

しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

  

― 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号 平成17年12月９日)及び「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８

号 平成17年12月９日)を適用しておりま

す。従来の資本の部の合計に相当する金額は

4,652,989千円であります。 

  

― 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年１月31日現在） 

当中間会計期間末 
（平成19年１月31日現在） 

前事業年度末 
（平成18年７月31日現在） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 

  

  1,289,304千円          535,932千円   597,220千円 

※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 ※２．担保に供している資産 

現金及び預金20,130千円を信用状開設に

よる支払承諾の担保に供しております。 

現金及び預金20,135千円を信用状開設に

よる支払承諾の担保に供しております。 

現金及び預金20,133千円を信用状開設に

よる支払承諾の担保に供しております。 

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、重要性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示しております。 

※３．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺

のうえ、重要性が乏しいため、流動資産の

「その他」に含めて表示しております。 

※３． 

― 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの ※１．営業外収益のうち主要なもの 

受取利息 52千円 受取利息 784千円 受取利息   177千円

※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの ※２．営業外費用のうち主要なもの 

支払利息 14,197千円

新株発行費 7,587千円

社債発行費 28,465千円

支払利息   13,017千円 支払利息   29,415千円

新株発行費   11,650千円

社債発行費   28,465千円

※３．       ― ※３．       ―      ※３．特別利益のうち主要なもの 

    固定資産売却益      110千円

※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの ※４．特別損失のうち主要なもの 

たな卸資産評価損 61,012千円

減損損失 2,203,994千円

たな卸資産評価損     34,408千円

特別退職金    46,555千円

固定資産除却損 8,776千円

事業整理損 251,718千円

減損損失  363,355千円

固定資産除却損  107,485千円

事業整理損 430,019千円

減損損失 2,675,342千円

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上しており

ます。 

 当事業年度において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しておりま

す。 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

大阪府
堺市他 

店舗 
建物附
属設備
等 

2,203,994 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

奈良県
橿原市
他 

店舗 
建物附
属設備
等 

363,355 

場所 用途 種類 
減損損失 
(千円) 

大阪府
堺市他 

店舗 
建物附
属設備
等 

2,675,342 

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、店舗を基本としたグルーピング

を行っております。 

 このうち、収益性が著しく下落した資産グ

ループについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額2,203,994千円を減損

損失として計上しております。 

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、店舗を基本としたグルーピング

を行っております。 

 このうち、収益性が著しく下落した資産グ

ループについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額363,355千円を減損損

失として計上しております。 

 当社はキャッシュ・フローを生み出す最小

単位として、店舗を基本としたグルーピング

を行っております。 

 このうち、収益性が著しく下落した資産グ

ループについて、帳簿価額を回収可能価額ま

で減額し、当該減少額2,675,342千円を減損

損失として計上しております。 

※減損損失の内訳 ※減損損失の内訳  ※減損損失の内訳 

建物及び構築物 1,631,455千円

器具備品 180,504千円

リース資産 392,034千円

計 2,203,994千円

建物及び構築物         273,100千円

器具備品 89,639千円

リース資産        615千円

計         363,355千円

建物及び構築物      2,017,703千円

器具備品 224,723千円

リース資産        432,915千円

計     2,675,342千円

 なお、当該資産グループの回収可能価額

は、使用価値により算定しております。使用

価値は、将来キャッシュ・フローを4.0％で

割り引いて算出しております。 

  

 なお、当該資産グループの回収可能価額

は、使用価値により算定しております。使用

価値は、将来キャッシュ・フローを4.0％で

割り引いて算出しております。 

 なお、当該資産グループの回収可能価額

は、使用価値により算定しております。使用

価値は、将来キャッシュ・フローを4.0％で

割り引いて算出しております。 

※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 ※５．減価償却実施額 

有形固定資産 306,788千円

無形固定資産 7,428千円

有形固定資産 152,119千円

無形固定資産   43,010千円

有形固定資産  422,521千円

無形固定資産   18,607千円



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の発行済株式数の増加30,529株は、第三者割当による新株発行4,100株、無担保転換社債型 

     新株予約権付社債の転換による増加25,529株、ストックオプションの行使による増加900株でありま

     す。 

   ２．普通株式の自己株式の増加2.92株は、無担保転換社債型新株予約権付社債の転換に伴い取得した自 

     己株式であります。 

  

 
前事業年度末株式
数（株） 

当中間会計期間増
加株式数（株） 

当中間会計期間減
少株式数（株） 

当中間会計期間末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式 143,969 － － 143,969 

合計 143,969 － － 143,969 

自己株式        

普通株式 2.92 － － 2.92 

合計 2.92 － － 2.92 

 
前事業年度末株式
数（株） 

当事業年度増加株
式数（株） 

当事業年度減少株
式数（株） 

当事業年度末株式
数（株） 

発行済株式        

普通株式      （注）１ 113,440 30,529 － 143,969 

合計 113,440 30,529 － 143,969 

自己株式        

普通株式   （注）２ － 2.92 － 2.92 

合計 － 2.92 － 2.92 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

１．現金及び現金同等物の中間期末残高と中

間貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 9,900,804千円

預入期間が３か月を超える定

期預金 
△43,142千円

現金及び現金同等物 9,857,662千円

現金及び預金勘定  5,708,616千円

預入期間が３か月を超える定

期預金 
  △43,152千円

現金及び現金同等物  5,665,463千円

現金及び預金勘定  7,055,503千円

預入期間が３か月を超える定

期預金 
  △43,147千円

現金及び現金同等物  7,012,355千円

２．重要な非資金取引の内容 ２． ２．重要な非資金取引の内容 

  新株予約権付社債（転換社債型新株 

予約権付社債）に付された新株予約権 

の行使 

新株予約権の行使による 

  資本金の増加額 

―   新株予約権付社債（転換社債型新株 

予約権付社債）に付された新株予約権 

の行使 

新株予約権の行使による 

  資本金の増加額 

2,500,000千円            2,500,000千円 

新株予約権の行使による 

  資本準備金の増加額 

  新株予約権の行使による 

  資本準備金の増加額 

  2,500,000千円      2,500,000千円

  新株予約権の行使による 

  新株予約権付社債の減少額 

    新株予約権の行使による 

  新株予約権付社債の減少額 

5,000,000千円            5,000,000千円 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認

められるもの以外のファイナンス・リース取

引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

減損損失
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

機械
装置 

83,208 52,404 30,803 － 

器具
備品 

793,164 339,027 345,923 108,213 

無形
固定
資産 
(ソ
フト
ウェ
ア) 

50,329 34,518 6,490 9,319 

合計 926,701 425,950 383,218 117,532 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

減損損失
累計額相
当額 
(千円) 

中間期末
残高相当
額 
(千円) 

機械
装置 

47,603 33,080 14,522 － 

器具
備品 

395,656 124,482 233,916 37,257 

合計 443,260 157,563 248,438 37,257 

 
取得価額
相当額 
（千円）

減価償却
累計額相
当額 
(千円) 

減損損失
累計額相
当額 
(千円) 

期末残高
相当額 
(千円) 

機械
装置

52,174 35,336 16,838 － 

器具
備品

532,529 191,464 283,830 57,233 

無形
固定
資産
(ソ
フト
ウェ
ア) 

15,570 9,082 6,487 － 

合計 600,274 235,883 307,156 57,233 

２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料中間期末残高相当額等 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料中間期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 223,755千円

１年超 299,036千円

合計 522,791千円

リース資産減損勘定 

の残高 
383,218千円

１年内    90,492千円

１年超    88,922千円

合計   179,414千円

リース資産減損勘定 

の残高 
 139,879千円

１年内    156,501千円

１年超 135,651千円

合計 292,153千円

リース資産減損勘定 

の残高 
 246,054千円

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

３．支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 126,919千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
－千円

減価償却費相当額 119,574千円

支払利息相当額 11,454千円

減損損失 383,218千円

支払リース料     88,156千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
106,790千円

減価償却費相当額      4,232千円

支払利息相当額    5,119千円

減損損失        615千円

支払リース料     239,366千円

リース資産減損勘定

の取崩額 
186,860千円

減価償却費相当額      124,858千円

支払利息相当額    20,105千円

減損損失      432,915千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額

相当額との差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によっ

ております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間末（平成18年１月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 当中間会計期間末（平成19年１月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

（1）株式 55,350 233,145 177,795 

（2）その他 3,027 3,522 495 

合計 58,377 236,667 178,290 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 65,000 

投資事業組合出資金 30,000 

種類 取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上
額（千円） 

差額（千円） 

（1）株式 155,491 142,859 △12,632 

（2）その他 3,054 3,470 415 

合計 158,545 146,329 △12,216 

  中間貸借対照表計上額（千円） 

１．子会社株式及び関連会社株式 60,000 

２．その他有価証券  

非上場株式 55,000 

投資事業組合出資金 28,594 



 前事業年度末（平成18年７月31日現在） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

種類 取得原価（千円） 
貸借対照表計上額
（千円） 

差額（千円） 

（1）株式 155,491 170,708 15,217 

（2）その他 3,027 3,193 166 

合計 158,518 173,901 15,383 

  貸借対照表計上額（千円） 

１．子会社株式及び関連会社株式 45,000 

２．その他有価証券  

非上場株式 

  投資事業組合出資金 

40,000 

29,397 



（デリバティブ取引関係） 

 前中間会計期間末（平成18年１月31日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格に基づき算定しております。 

 当中間会計期間末（平成19年１月31日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格に基づき算定しております。 

 前事業年度末（平成18年７月31日現在） 

 デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 

 （注） 時価の算定方法 

取引先金融機関等から提示された価格に基づき算定しております。 

次へ 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 200,000 △2,444 △2,444 

合計 200,000 △2,444 △2,444 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 100,000 △331 △331 

合計 100,000 △331 △331 

対象物の種類 取引の種類 契約額等（千円） 時価（千円） 評価損益（千円） 

金利 スワップ取引 200,000 △1,191 △1,191 

合計 200,000 △1,191 △1,191 



（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年８月１日 至 平成19年１月31日） 

 当中間会計期間中に付与したストックオプションはないため、該当事項はありません。 

  

前事業年度（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

 （注）株式数に換算して記載しております。 

  

 
平成15年７月期 
新株予約権 

平成16年７月期 
新株予約権 

平成17年７月期 
新株予約権 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役     ２名 

外部協力者     １名 

当社取締役     ７名 

当社従業員    ４８名 

当社取締役     １名 

当社従業員     １名 

ストック・オプションの目

的となる株式の種類及び数 

（注） 

普通株式株  2,100株 普通株式   2,700株 普通株式    50株 

付与日 平成15年７月15日 平成16年11月30日 平成17年２月22日 

権利確定条件 

 付与日（平成15年７月15

日）以降、権利確定日（平

成17年８月１日）まで継続

して勤務していること。 

 付与日（平成16年11月30

日）以降、権利確定日（平

成18年10月27日）まで継続

して勤務していること。 

 付与日（平成17年２月22

日）以降、権利確定日（平

成18年10月27日）まで継続

して勤務していること。 

対象勤務期間 
自 平成15年７月15日 

至 平成17年７月31日 

自 平成16年11月30日 

至 平成18年10月26日 

 自 平成17年２月22日 

至 平成18年10月26日 

権利行使期間 
自 平成17年８月１日 

至 平成25年７月14日 

自 平成18年10月27日 

至 平成26年10月26日 

 自 平成18年10月27日 

至 平成26年10月26日 

 
平成18年７月期① 

新株予約権 
平成18年７月期② 

新株予約権 

付与対象者の区分及び数 
当社取締役     １名 

当社従業員     ２名 

当社取締役     ５名 

当社従業員   １９１名 

外部協力者     １名 

ストック・オプションの目

的となる株式の種類及び数

（注） 

普通株式株  250株 普通株式   3,000株 

付与日 平成17年10月21日 平成18年４月28日 

権利確定条件 

 付与日（平成17年10月21

日）以降、権利確定日（平

成18年10月27日）まで継続

して勤務していること。 

 付与日（平成18年４月28

日）以降、権利確定日（平

成19年11月１日）まで継続

して勤務していること。 

対象勤務期間 
自 平成17年10月21日 

至 平成18年10月26日 

自 平成18年４月28日 

至 平成19年10月31日 

権利行使期間 
自 平成18年10月27日 

至 平成26年10月26日 

自 平成19年11月１日 

至 平成27年10月26日 



(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

② 単価情報 

  平成15年７月期 平成16年７月期平成17年７月期
 平成18年7月期

① 
平成18年７月期

② 

権利確定前      

（株） 
          

前期 － 2,680 40 － － 

付与 － － － 250 3,000 

失効 － 95 － － 187 

権利確定 － － － － － 

未確定残 － 2,585 40 250 2,813 

権利確定後      

（株） 
          

前事業年度末 2,100 － － － － 

権利確定 2,100 － － － － 

権利行使 900 － － － － 

失効 － － － － － 

未行使残 1,200 － － － － 

  平成15年７月期 平成16年７月期 平成17年７月期
平成18年７月期

① 
平成18年７月期

② 

権利行使価格      

（円） 
10,000 137,319 158,340 243,233 104,925 

行使時平均株価     

（円） 
177,650 － － － － 

公正な評価単価（付与日）

（円） 
－ － － － － 



（持分法損益等） 

 （注）前期まで関連会社であった株式会社アミューズボックスは、平成18年10月１日を合併期日とする株式会社メディ 

     アンを存続会社とした吸収合併により解散したため、当中間会計期間末において株式会社メディアンが関連会社に 

     該当しております。そのため、上記の持分法を適用した場合の各金額は、株式会社アミューズボックスの平成18年 

   ８月１日から平成18年９月末までの期間に係る損益計算書に計上された損失の持分相当額及び株式会社メディアン 

   の直近の財務諸表に基づき算定しております。 

    なお、株式会社メディアンは、当中間会計期間末日後の株式の全部売却に伴い、提出日現在では関連会社には該 

   当しておりません。 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１．関連会社に対する

投資の金額 
45,000千円

２．持分法を適用した

場合の投資の金額 
43,891千円

３．持分法を適用した

場合の投資損失の

金額 

1,108千円

１．関連会社に対する

投資の金額 
60,000千円

２．持分法を適用した

場合の投資の金額
  47,454千円

３．持分法を適用した

場合の投資損失の

金額 

   7,191千円

１．関連会社に対する

投資の金額 
45,000千円

２．持分法を適用した

場合の投資の金額 
  39,645千円

３．持分法を適用した

場合の投資損失の

金額 

   5,354千円



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

１株当たり純資産額 52,707.58円

１株当たり中間純損失

金額 
20,992.35円

１株当たり純資産額 32,319.39円

１株当たり中間純損失

金額 
7,082.28円

１株当たり純資産額 39,550.63円

１株当たり当期純損失

金額 
32,666.08円

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在するものの１株当たり中間

純損失であるため、記載しておりま

せん。 

当社は平成17年６月20日付で株式

１株につき５株の株式分割を行って

おります。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたものと仮定した場合の前中間

会計期間における１株当たり情報に

ついては下記のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

  17,842.49円 

１株当たり中間純利益金額 

           1,426.48円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益金額 

           1,400.20円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在するものの１株当たり中間

純損失であるため、記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在するものの１株当たり当期

純損失であるため、記載しておりま

せん。 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日)

当中間会計期間 
(自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日)

前事業年度 
(自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日)

１株当たり中間（当期）純損失金額      

中間（当期）純損失   （千円） 2,633,049 1,019,628 4,393,196 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純損失 

            （千円） 
2,633,049 1,019,628 4,393,196 

期中平均株式数     （株） 125,429 143,969 134,488 

       

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数     （株） － － － 

（うち新株予約権）   （株） － － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式

調整後１株当たり中間純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要 

－ － － 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

― １．会社分割による持株会社体制への移行 １．会社分割による持株会社体制への移行 

   当社は、経営判断のスピードアップと業務

の効率化による利益改善を進めていくため、

平成18年９月22日開催の当社取締役会及び平

成18年10月25日開催の第13回定時株主総会の

決議に基づき、平成19年２月１日を期日とし

て、当社の直営事業部門及びフランチャイズ

事業部門を会社分割により分社し、持株会社

へ移行するとともに、商号を「株式会社ネク

ストジャパンホールディングス」と改称いた

しました。 

 当社は、経営判断のスピードアップと業務の

効率化による利益改善を進めていくため、平

成18年９月22日開催の当社取締役会におい

て、平成19年２月１日（予定）を期日とし

て、当社の直営事業部門及びフランチャイズ

事業部門を会社分割により分社し、持株会社

へ移行すること及び当社商号を「株式会社ネ

クストジャパンホールディングス」と改称す

ることを決議し、平成18年10月25日開催の第

13期定時株主総会において承認されました。 

   (1)会社分割の内容は以下のとおりでありま 

 す。 

 (1)会社分割の内容は以下のとおりでありま  

 す。 

   事業部門 分社内容  

直営事業  当社を分割会社とし

て、当社の全額出資子

会社である株式会社ネ

クストジャパンを新設

会社とする分社型新設

分割（物的分割）方式 

フランチャイズ事業 当社を分割会社とし

て、当社の全額出資子

会社である株式会社ネ

クストジャパンコンサ

ルティングを新設会社

とする分社型新設分割

（物的分割）方式 

(2)当社から各社へ承継させる資産及び負

債・資本の金額（平成19年１月31日現在）は

以下のとおりであります。 

①株式会社ネクストジャパン  

（単位：千円）

承継資産 承継負債  

流動資産 535,097 

流動負債 189,542 

固定負債 66,318 

固定資産 

その他 
865,289 

 承継資本 

株主資本 1,144,526 

②株式会社ネクストジャパンコンサルティン

グ  

（単位：千円）

承継資産 承継負債 

流動資産 741,138 

流動負債 38,034 

固定負債 117,000 

固定資産 

その他 
33,617 

 承継資本 

株主資本 619,721 

 事業部門 分社内容  

直営事業 当社を分割会社とし

て、当社の全額出資子

会社である株式会社ネ

クストジャパンを新設

会社とする分社型新設

分割（物的分割）方式 

フランチャイズ事業  当社を分割会社とし

て、当社の全額出資子

会社である株式会社ネ

クストジャパンコンサ

ルティングを新設会社

とする分社型新設分割

（物的分割）方式 

(2)当社から各社へ承継させる資産及び負債

の金額（平成18年7月31日現在）は以下のと

おりであります。 

①株式会社ネクストジャパン  

（単位：千円）

承継資産 承継負債 

流動資産 637,781 流動負債 614,979 

固定資産

その他 
1,273,498 固定負債 175,738 

②株式会社ネクストジャパンコンサルティン

グ  

（単位：千円）

承継資産 承継負債 

流動資産 776,698 流動負債 59,140 

固定資産

その他 
34,941 固定負債 159,000 

  

  

  

  

  

 



前中間会計期間 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年１月31日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年８月１日 
至 平成19年１月31日） 

前事業年度 
（自 平成17年８月１日 
至 平成18年７月31日） 

   ２．関連会社の異動（株式譲渡） 

 当社は、関連会社である株式会社メディア

ンの株式を株式会社ネットプライスドットコ

ムに譲渡することとし、平成18年３月28日付

をもち株式譲渡手続きが完了いたしました。 

 (1)異動する関連会社の概要 

 (2)株式譲渡先、譲渡株式数、譲渡金額及び 

  譲渡前後の所有株式数の状況 

 商号  株式会社メディアン 

 代表者  原田 豊博 

 本社所在地  東京渋谷区 

 設立年月日  平成16年７月16日 

 主な事業内容  インターネット関連事業 

 決算期  ９月 

 主な事業所  渋谷区 

 資本の額  227百万円 

 発行済株式 

 総数 
 6,942株 

 株式譲渡先名  株式会社ネットプライス 

 ドットコム 

 （本社：東京都渋谷区） 

 異動前の当社

 所有株式数 

 1,621株 

 （所有割合23.4％） 

 譲渡株式数  1,621株 

 異動後の当社

 所有株式数 

 ０株  

 譲渡金額  35百万円 

 （@22,010円／株）  

２．希望退職者の募集について  

 当社は、平成18年10月17日開催の当社取

締役会において、経営体質のスリム化を指

向し「人員の適正化による人件費削減」の

一環として希望退職者を募集することを決

議いたしました。 

  

（1）募集人員 50名程度 

（2）対象者 全従業員 

（3）募集期間 平成18年10月23日から平

成18年10月31日まで 

（4）実施時期 平成18年11月30 

（5）その他 退職者に対し、会社都合

扱いの特別退職金を支給

する。 

これに伴う翌期以降の財政状態及び経営

成績に与える影響を現時点で見積もるこ

とは困難でありますが、平成19年７月期

に特別退職金等を特別損失として計上す

る予定であります。 

  



（2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第13期）（自 平成17年８月１日 至 平成18年７月31日）平成18年10月26日近畿財務局長に提出。 

(2）臨時報告書 

平成18年10月３日近畿財務局長に提出 

    企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第７号（会社分割）の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年12月１日近畿財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号（財政状態及び経営成績に著しい影響を与える事象）の

規定に基づく臨時報告書であります。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

       

      平成18年４月18日 

株式会社 ネクストジャパン    

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大西 寛文  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小山 謙司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ネクストジャパンの平成17年８月１日から平成18年７月31日までの第13期事業年度の中間会計期間（平成17年８月１

日から平成18年１月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシ

ュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ネクストジャパンの平成18年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成

17年８月１日から平成18年１月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減 

損に係る会計基準が適用されることとなったため、この会計基準を適用し中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

       

      平成19年４月25日 

株式会社 ネクストジャパンホールディングス    

  取 締 役 会 御中  

  監査法人トーマツ  

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 大西 寛文  印 

 
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 小山 謙司  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ネクストジャパンホールディングス（旧会社名 株式会社ネクストジャパン）の平成18年８月１日から平成19年７月31

日までの第14期事業年度の中間会計期間（平成18年８月１日から平成19年１月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわ

ち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監

査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する

意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ネクストジャパンホールディングスの平成19年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中

間会計期間（平成18年８月１日から平成19年１月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な

情報を表示しているものと認める。 

追記事項 

１． 継続企業の前提に関する注記に記載のとおり、会社は継続して営業損失を計上し、営業キャッシュ・フローも継 

  続的にマイナスの状況が続いており、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在している。当該状況に対する経営

  計画等は当該注記に記載されている。中間財務諸表は継続企業を前提として作成されており、このような重要な疑 

  義の影響を中間財務諸表には反映していない。  

 

２． 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成18年９月22日開催の取締役会及び平成18年10月25日開催の 

  第13回株主総会の決議に基づき、平成19年２月１日を期日として、会社分割により持株会社へ移行した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 

 （注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添

付する形で別途保管しております。 
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